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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

Ⅰ　法人の概要

年 月 日

〒

％

％

％

％

％

％

年間 （令和 年度 ～ 令和 年度）

□ □ □

法 人 名 職業訓練法人　青森情報処理開発財団 法人分類 職業訓練法人

代表者職氏名 理事長　小野寺　晃彦 設立年月日 昭和 63 10

市 所 管 部 課 経済部　経済政策課 電話番号 017-734-2402

出資等の状況

基本財産・資本金等
出資等額 出資等割合

50,000 千円

5

所 在 地

030-0111 電 話 番 号 017-739-1311

青森市大字荒川字柴田129番地
ＦＡＸ番号 017-739-1313

ＨＰアドレス http://www.acc.ac.jp/

青森商工会議所 1,000 千円 2.0

設立の背景

　昭和６２年、情報処理技術者の不足を背景として、旧労働省が定めた情報処理技能者養成施
設に関する基本方針(通称：コンピュータ・カレッジ構想)に基づき、青森市と青森商工会議所
等経済団体が積極的な誘致活動を行った結果、当時の雇用促進事業団(後の雇用・能力開発機
構)が青森市など全国１５箇所に情報処理技能者養成施設を設置。運営にあたっては、同方針に
より、第三セクター方式で設立された当法人が受託(委託形態：機構→青森県→青森市→当法
人)。その後、雇用・能力開発機構の廃止に伴い、当施設は平成２３年４月に当法人へ無償譲渡
され、当法人は独立して運営をすることとなった。
　なお、平成２３年度から２５年度までは激変緩和措置として国の財政支援を受けており、平
成２６年度から令和２年度についても、県・青森市をはじめとした関係機関と連携し、国への
支援継続を要請した結果、国の支援を継続して受けている。

㈱みちのく銀行 8,000 千円 16.0

東日本電信電話㈱ 5,000 千円 10.0

100.0

うち本市の出資等額 20,000 千円 40.0

市以外の
主な出資者

㈱青森銀行 8,000 千円 16.0

利用料金制の導入状況 完全利用料金制 一部利用料金制 利用料金制なし

設立目的
　職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）による認定職業訓練、その他職業訓練に関
し必要な業務を行い、進展する社会の高度情報化に対処し、産業の高度化及び地域経済活性化
のために有為な労働者の養成と労働者の経済的社会的な地位の向上を図る。

事業内容

1．求職者に対する認定職業訓練を行うこと
2．事業主の委託を受けて当該事業主の雇用する労働者に対する認定職業訓練を行うこと
3．法人の運営する認定職業訓練のための施設を他の事業主等が行う職業訓練のために使用
　 させること
4．職業訓練に関する情報及び資料の提供を行うこと
5．職業訓練に関する調査及び研究を行うこと
6．無料職業紹介事業を行うこと
7. 上記に掲げるものの他、職業訓練その他職業能力の開発及び向上に関し必要な業務を行う
   こと

【参考】
指定管理業務

の状況

指定管理期間（直近）

指定管理している施設名
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

Ⅱ　組織等の状況
①-1　役員の状況（令和3年4月1日現在）

①-2 役員名簿（令和3年4月1日現在）

理事 非常勤 武田 隆一 武田㈱　代表取締役社長

理事 非常勤 林 均 青森三菱電機機器販売㈱　代表取締役社長

理事 非常勤 柳谷 一仁 青森マツダ自動車㈱　代表取締役社長

監事 非常勤 葛西 崇 青森商工会議所　専務理事

監事 非常勤 若佐谷 典人 若佐谷典人税理士事務所（税理士）

理事 非常勤 小山内 悟 ㈱青森テレビ　代表取締役社長

理事 非常勤 櫻田 昌孝 ㈱エフエム青森　代表取締役社長

理事 非常勤 阿部 吉平 ㈱阿部重組　代表取締役社長

理事 非常勤 成田 耕造 ㈿日専連青森　理事長

理事 非常勤 百田 満 青森市経済部長

理事 非常勤 岩渕 伸一 東北電力㈱青森支店　執行役員支店長

理事 非常勤 河田 喜照 ㈱東奥日報社　取締役執行役員

理事 非常勤 山本 恒太 青森放送㈱　代表取締役社長

秀記 ㈿青森総合卸センター　理事長

常務理事 常勤 千葉 哲泰 あおもりコンピュータ・カレッジ　校長

理事 非常勤 成田 晋 ㈱青森銀行　取締役頭取

理事 非常勤 藤澤 貴之 ㈱みちのく銀行　代表取締役頭取

副理事長 非常勤 西

監　事 ２名 任期 ３年

役員の選任方法
理事会において、理事総数の３分の２以上が出席（委任状を含む）し、出席
した理事の過半数の同意をもって選任する。

定款・寄附行為上の役員数
理　事 ２９名以内 任期 ３年

非常勤

法人採用役員 1 （1）

役員数

理  事 監  事 計

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤

（0）

市職員兼務 2 （0）

0 （0） 0

1 （1） 0 （0）

市派遣職員

（0）

他自治体職員

0 （0） 0

0 （0） 2 （0）

市職員ＯＢ

（1）

小　　計 1 （1） 17 （0） 0 （0） 2 （1）

2 （1） 0 （0） 17

0 （0） 0 （0）

民間等からの役員 15 （0）

20 （2）

常勤役員平均年齢 ※ 歳 常勤役員平均年収 ※ 千円

1 （1） 19 （1）

役員総計(常勤＋非常勤) 18 （1） 2 （1）

非常勤役員に対する報酬等の考え方 監事１名については、理事会等出席日当10千円／回、監査出席日当20千円/回

（注）上表中、（　）は報酬支給人数を内数で示しています。

※：常勤の役員が１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均年齢及び平均年
収を記入していません。

職　　名 勤務形態 氏　　名 備　　　考（役職等）

理事長 非常勤 小野寺 晃彦 青森市長

副理事長 非常勤 若井 敬一郎 青森商工会議所　会頭

副理事長 非常勤 越智 徹二 東日本電信電話㈱青森支店　支店長
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

②　職員の状況（各年度の4月1日現在）

常勤管理職職員　計

常勤一般職職員　計

非常勤職員数

46.8 2,485

48.5 3,750

市職員ＯＢ

市派遣職員

法人採用正職員　Ａ

4 4

法人採用正職員　Ｂ 3 3 3

職員数の推移

平均年齢
（歳）

平均年収
（千円）

※ ※

54.3 6,408

※ ※

44.4

5 3 3 3

5 3

2,789

1 1

区　　　　分 平成30年度
（人）

令和元年度
（人）

令和2年度
（人）

令和3年度
（人）

41.3 3,1943

市派遣職員

5 7 8 7

その他

常勤職員　合計 10 10 12 11

その他 2 4 5 4

市職員ＯＢ

【参考】臨時職員数 0

※：該当する職員が１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均年齢及び平均年収を記入
していません。また、常勤管理職員計も同様の理由により、その他１名の年収等が特定されるおそれがあることから、記入
していません。

（補足)：常勤管理職職員「その他」とは、他団体からの派遣者で勤務時間等は常勤職員と同じ。
（補足)：常勤一般職職員「その他」とは、法人採用の嘱託職員で勤務時間等は常勤職員と同じ。
（補足)：「非常勤職員」とは、担当教科時間のみの勤務者。

職員総数（常勤＋非常勤） 13 13 16 16

3 3 4 5 47.2 320

48.1 2,678
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

Ⅲ　マネジメントの状況
①　経営戦略プラン等の状況

■ 策定済み （ 策定月日：令和2 年 3 月、計画期間：令和 2 年度～令和 4 年度）

□ 策定着手済み （ 年度予定）

□ 策定に向け検討中 （ 年度予定）

□ 策定予定なし （ 理由： ）

②　経営戦略方針等

③　具体的な取組目標

経営戦略プラン
等の策定状況

令和

令和

60 60

実績 46 76

求職者募集
(入学生の数)

単
位

人
計画 60 60

[経営方針]
 高度情報化社会に対応する人材を育成し、地域社会・経済の発展に貢献する。

[教育理念]
 １．柔軟な思考に立脚した実社会の即戦力となる技術の修得
 （１）柔軟な思考能力を身に付ける
 （２）実社会の即戦力となる技術を修得する
 ２．社会人としてのモラルの涵養
 （１）社会人として大切なモラル、マナーを身に付ける
 （２）交通ルールを遵守する
 ３．生涯学習の基盤の確立
 （１）幅広く物事を学んでいく習慣を身に付ける
 （２）チャレンジ精神、プラス思考を養う

活動指標の内容（主なもの） 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

50 50

実績 64 79

求職者に対する認定職業訓練
(情報処理技術者試験取得率)

単
位

％
計画 50 50

100 100

実績 100 100

求職者に対する認定職業訓練
(技能照査試験合格率)

単
位

％
計画 100 100

実績

単
位

計画

100 100

実績 100 100

無料職業紹介事業
(就職率)

単
位

％
計画 95 100

13,665 13,596

実績 △4,501 12,248

財務内容の改善
(令和2年度からの黒字化)
(当期一般正味財産増減額)

単
位

千円
計画 △6,663 844

経営目標の内容（主なもの） 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

実績

単
位

計画

実績

単
位

計画

実績

単
位

計画

実績

単
位

計画

（注）①経営改善計画・経営戦略プランを策定している場合には、計画に盛り込まれている目標等を記載すること。
　　　②経営改善計画・経営戦略プランを策定していない法人（策定予定含む）で、毎年度の目標等を設定している
　　　　場合は、その目標等を記載すること。
　　　③毎年度の目標等を設定していない場合は、実績のみ記載すること。
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

④　職員制度の状況

■ 策定済み （平成 22 年度）

□ 策定中 （策定予定：令和 年度）

□ 策定予定なし

■ 策定済み （平成 24 年度）

□ 策定中 （策定予定：令和　 年度）

□ 策定予定なし

■ 法人独自の給与体系

□ 市の給与体系を全部準用

□ 市の給与体系を一部準用

□ その他

□ 有 （令和 年度予定）

■ 無

□ その他

定員管理計画
（人員計画）の

状況

策　定　状　況 内　　　　容

授業時間数、事務量等から教務部１０名、
事務部３名が教育水準を維持する必要数と
している。

策　定　状　況 内　　　　容

1 0

キャリア相談員研修（就職斡旋） 1 1 0

常勤職員の
給与体系

給与体系の状況 内　　　容

財団独自の給与規程を整備している。

常勤職員
給与体系の
見直し予定

見直し予定の有無 備　　　考

平成１８年度に給与月額表の改定を実施。（昇給幅を経済情
勢・収支状況を踏まえ柔軟に対応する）
平成２３年度に一部手当の廃止を実施。
平成２９年度から経営状況等を踏まえ、賞与支給率の見直し
を実施。（減額）
収益の改善を踏まえ、令和２年度から賞与支給率の回復。
（前年度＋１ヶ月）

人材育成計画の
状況

内部勉強会、管理職研修等の計画を策定済
み。
外部研修への参加等を継続。

研修の実施状況
（主なもの）

研　修　名
受講者数（人）

平成30年度 令和元年度 令和2年度

東日本ブロック卒業研究発表会 1

人事評価制度の
状況

制　度　名 内　　　容

業績評価制度

所属する部門の部門別評価と個人別評価の合計値により業績
評価している。
平成２６年度から個人別評価の評価比重を高めるなど、制度
改正を実施。
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

⑤　計算書類等の適正化への対応

⑥　経営情報等の情報公開の状況

■ 有 （名称： ） ・ □ 無

公開方法（複数選択可） □ ■ 窓口等に備え付け ■ ＨＰ掲載

※開示請求対象・・・「○：全部公開」、「△：一部公開」、「×：全部非公開」

※一般閲覧（自主開示）の方法・・・「○：対応済み」、「×：非対応」

⑦　その他各種規程等の有無、公開方法

個人情報保護に関する規程 ■ 有 ・ □ 無 ■ □ □

資金の管理運用に関する規程 □ 有 ・ ■ 無 □ □ □

役員の報酬・退職金に関する規程 ■ 有 ・ □ 無 ■ □ □

役員の在任年齢に関する規程 □ 有 ・ ■ 無 □ □ □

⑧　各資金運用の状況

◆基本財産の資金運用の状況 ◆運用財産の資金運用の状況

（各年度3月31日時点での運用状況、単位：千円） （各年度3月31日時点での運用状況、単位：千円）

普通預金 普通預金

定期預金 定期預金

国債、地方債 国債、地方債

社債、外国債 社債、外国債

株式 株式

その他 その他

有の場合は、依頼している職種等

情報公開に関する規程等の
有無・公開方法

職業訓練法人青森情報処理開発財団情報公開規程

非公開

監事とは別の税理士1名による指導

外部監査制度の導入状況 □ 有 ・ ■ 無

経理事務精通者による経理指導・相談体制
の状況

■ 有 ・ □ 無

経理事務精通者による監事への就任 ■ 有 ・ □ 無 監事2名のうち税理士1名が就任

対　応　項　目 対応の有無

市所管課
備え付け

ＨＰ掲載
事務所
備え付け

市所管課
備え付け

ＨＰ掲載

定款（寄附行為） ○ ○ ○ ○

項　　目
開示
請求
対象

一般閲覧（自主開示）の方法

項　　目
開示
請求
対象

一般閲覧（自主開示）の方法

事務所
備え付け

役員平均年齢 ○ ○ ○ ×

事業報告書 ○ ○ ○ ○

役員数 ○ ○ ○ ○

役員名簿 ○ ○ ○ ○

職員数 ○ ○ ○ ○

正味財産増減計算書 ○ ○ ○ ○

役員平均年収 ○ ○ ○ ×

収支計算書 ○ ○ ○ ○

職員平均年収 ○ ○ ○ ×

財産目録 ○ ○ ○ ○

職員平均年齢 ○ ○ ○ ×

貸借対照表 ○ ○ ○ ○

規　　　　　程 規程の有無 公開方法（複数選択可）

収支予算書 ○ ○ ○ ○

（会計）監査報告 ○ ○ ○ ○

事業計画書 ○ ○ ○ ○

非公開 窓口等に備え付け ＨＰ掲載

非公開 窓口等に備え付け ＨＰ掲載

非公開 窓口等に備え付け ＨＰ掲載

非公開 窓口等に備え付け ＨＰ掲載

50,000 50,000 50,000 276,909 273,359 266,416

令和元年度 令和2年度

15,345 32,212 50,441

種　　類 平成30年度 令和元年度 令和2年度 種　　類 平成30年度
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

Ⅳ　財務の状況
※財務諸表に関する情報

□ 新公益法人会計基準（平成20年改正基準）

始期 終期 □ 新公益法人会計基準（平成16年改正基準） ■ 税込方式

4 月 1 日 ～ 翌年 3 月 31 日 □ 旧公益法人会計基準 □ 税抜方式

■ その他 （ ）

①　経営成績の概要【正味財産増減計算書】

経常収益(Ａ)

事業収益

本市からの指定管理料

本市の指定管理業務に係る利用料金

本市からの委託料

その他事業収益

受取補助金等

うち受取国庫補助金

うち受取県補助金

うち受取市補助金

基本財産運用益

特定資産運用益

その他経常収益

経常費用(Ｂ)

事業費

うち職員人件費

うち減価償却費

管理費

うち役職員人件費

うち減価償却費

経常外収益(Ｄ)

経常外費用(Ｅ)

当期経常外増減額(Ｆ)=(Ｄ)-(Ｅ)

当期指定正味財産増減額

※項目ごとにそれぞれ四捨五入しているので、集計額が一致しない場合がある。

②　事業費の目的別状況

※項目ごとにそれぞれ四捨五入しているので、集計額が一致しない場合がある。

0 0 0

0 0 0

会計年度 適用会計基準 消費税等の会計処理

概ね新公益法人会計基準(平成
20年改正基準)に準拠した会計
処理を実施

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和2年度

（単位：千円・千円未満四捨五入）

0 0 0

0 0 0

30,845 30,845 30,845

30,845 30,845 30,845

346 346 352

66,462 74,961 98,028

37,094 31,669 35,628

450 475 594

116,465 111,160 117,590

5 5 5

28 28 15

0 0 0

経
常
増
減
の
部

98,136 106,659 129,838

66,808 75,307 98,380

19,002 19,230 20,423

37,219 37,219 40,142

0 0 0

61,009 61,814 66,139

55,456 49,346 51,451

項　　　　　　　　　目 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事業費【再掲】 55,456 49,346 51,451

当期一般正味財産増減額(Ｇ)=(Ｃ)+(Ｆ) ▲ 18,328 ▲ 4,501 12,248

0 0 0

一
般
正
味
財
産
増
減
の
部

0 0 0

0 0 0

当期経常増減額(Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) ▲ 18,328 ▲ 4,501 12,248

経
常
外

増
減
の
部

公益事業（公益法人本来の公益活動事業） 54,662 48,686 50,705

収益事業（付随的に収益を目的として行う事業） 794 660 746

（単位：千円・千円未満四捨五入）
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

③　財政状態の概要【貸借対照表】

流動資産

固定資産

基本財産

特定資産

うち減価償却引当資産

うち退職給付等引当資産

その他の固定資産

うち土地

うち建物

流動負債

うち短期借入金

うち本市からの借入金

固定負債

うち長期借入金

うち本市からの借入金

うち退職給付等引当金

指定正味財産

うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額

一般正味財産

うち基本財産への充当額

うち特定資産への充当額

※項目ごとにそれぞれ四捨五入しているので、集計額が一致しない場合がある。

区                 分 平成30年度 令和元年度 令和2年度

資産の部

63,571 80,572 97,340

266,683

30,303 32,477 31,239

237,448 205,970 177,418

263,132 256,188

0 0 0

554,131 519,102 483,606

50,000 50,000 50,000

資産　合計 617,702 599,674 580,946

負債の部

18,644 33,788 34,894

0 0 0

27,898 26,248 24,203

0 0 0

30,303 32,477 31,239

153,682 125,012 92,928

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

負債　合計 172,326 158,799 127,823

正味財産の部
（新公益法人会計基準）

50,000 50,000 50,000

12,079 11,224 12,956

正味財産　合計 445,376 440,875 453,124

395,376 390,875 403,124

0 0 0

負債及び正味財産　合計 617,702 599,674 580,946

（単位：千円・千円未満四捨五入）
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

Ⅴ　本市の財政的関与等の状況

補助金

事業費補助金

管理費補助金

交付金

負担金

委託料

指定管理料

貸付金（当期借入額）

短期貸付金

長期貸付金

出資金（追加額）

【限度額】

【限度額】

＜その他の財政援助（税や施設使用料の減免、建物の無償貸与等）＞

0 0 0

項       目 平成30年度 令和元年度 令和2年度 目的、内容、必要性、増減理由等

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

346 346 352

青森市立高等看護学院ﾊﾟｿｺﾝ
学習業務委託費

346 346 352

(委託料合計額のうち競争によらないもの） 346 346 352

（委託料合計額のうち再委託額）

0 0 0

(指定管理料合計額のうち競争によらないもの）

（指定管理料合計額のうち再委託額）

0 0 0

0 0 0

0 0 0

※各項目ごとにそれぞれ四捨五入しているので、集計額が一致しない場合がある。

各年度3月31日時点 有・無 平成30年度 令和元年度 令和2年度 内容、補足等

合　　　　計 346 346 352

・固定資産税減免　　　　　　　　・駐車場敷地無償貸与
・校舎は市からの無償譲渡(H23.4.1付け)

債務保証の状況
（年度末残高）

□ 有 ・ ■ 無

損失補償の状況
（年度末残高）

□ 有 ・ ■ 無

貸付金の状況
（年度末残高）

□ 有 ・ ■ 無

（単位：千円・千円未満四捨五入）
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

Ⅵ　経営状況に関する指標

①　健全性の視点

②　自立性の視点

③　効率性の視点

（単位：％・小数点１桁未満四捨五入）

経常比率 経常収益／経常費用×100 84.3 96.0 110.4

累積損益
　【単位：千円】

＜貸借対照表＞
　一般正味財産

395,376 390,875 403,124

指標 算　　出　　方　　法 平成30年度 令和元年度 令和2年度

当期損益
　【単位：千円】

＜正味財産増減計算書＞
　当期一般正味財産増減額

▲ 18,328 ▲ 4,501 12,248

固定比率 固定資産／正味財産合計×100 124.4 117.7 106.7

流動比率 流動資産／流動負債×100 341.0 238.5 279.0

自己資本比率
（正味財産比率）

正味財産合計／資産合計×100 72.1 73.5 78.0

（単位：％・小数点１桁未満四捨五入）

指標 算出方法 平成30年度 令和元年度 令和2年度

公益事業比率 公益事業／経常費用×100 46.9 43.8 43.1

借入金割合 （短期借入金＋長期借入金）／資産合計×100 0.0 0.0 0.0

受託事業の再委託率
再委託額／（本市からの委託料＋指定管理料）×
100

0.0 0.0 0.0

資産に対する市から
の借入金割合

本市からの貸付金残高／資産合計×100 0.0 0.0 0.0

市からの収入（競争
によらないもの）割
合

本市からの収入（補助金＋交付金＋負担金＋委託
料（競争によらないもの）＋指定管理料（競争に
よらないもの））／経常収益×100

0.4 0.3 0.3

人件費比率 役職員人件費（事業費・管理費）／経常費用×100 48.2 45.8 47.7

管理費比率 管理費／経常費用×100 52.4 55.6 56.2

（単位：％・小数点１桁未満四捨五入）

指標 算出方法 平成30年度 令和元年度 令和2年度

職員1人当たりの収益
高【単位：千円】

経常収益／職員総数（常勤＋非常勤） 7,549 8,205 8,115
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

Ⅶ　令和２年度の主要事業の実績

事 業 区 分 自主(独自)事業 達成度を表す指標名 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

求職者(入学生)募集 3,440

　高等学校卒以上の学歴を有する認定職業訓練生を募集するため
の県内及び県外高等学校の訪問、オープンキャンパスの実施、各
種進路ガイダンスへの参加や広報あおもり等の媒体を活用した広
報活動の実施。

事 業 区 分 自主(独自)事業 達成度を表す指標名 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

求職者に対する認定職業訓練の
実施(技能照査試験)

　求職者(入学生)に対し、2年間で2800時間の認定職業訓練を実施
し、訓練修了時には技能照査試験に合格させる。

60 60

公益・収益 公益事業 人 実績値 48 46 76

交 付 者 －
入学生数

単位 目標又は計画値 50

事 業 区 分 自主(独自)事業 達成度を表す指標名 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

求職者に対する認定職業訓練の
実施(情報処理技術者)

　求職者(入学生)に対し、2年間の認定職業訓練修了時において訓
練生の技能が情報処理技術者試験の合格水準に達すること。

100 100

公益・収益 公益事業 ％ 実績値 100 100 100

交 付 者 －
技能照査試験合格率

単位 目標又は計画値 100

事 業 区 分 自主(独自)事業 達成度を表す指標名 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

無料職業紹介事業の実施
(就職斡旋)

24 　卒業予定者及び卒業者に対する無料職業紹介事業の実施。

50 50

公益・収益 公益事業 ％ 実績値 57 64 79

交 付 者 －
国家資格取得率

単位 目標又は計画値 50

事 業 区 分 達成度を表す指標名 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

95 95

公益・収益 公益事業 ％ 実績値 100 100 100

交 付 者 －
就職率

単位 目標又は計画値 95

公益・収益 実績値

交 付 者 単位 目標又は計画値
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令和３年度　青森市第三セクター経営状況基本情報シート 【公益法人用】

事 業 区 分 達成度を表す指標名 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

事 業 区 分 達成度を表す指標名 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

公益・収益 実績値

交 付 者 単位 目標又は計画値

事 業 区 分 達成度を表す指標名 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

公益・収益 実績値

交 付 者 単位 目標又は計画値

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

公益・収益 実績値

交 付 者 単位 目標又は計画値

令和元年度 令和2年度

公益・収益 実績値

交 付 者 単位 目標又は計画値

事 業 区 分 達成度を表す指標名 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事　業　名 決算額(千円） 事　業　内　容

公益・収益 実績値

交 付 者 単位 目標又は計画値

事 業 区 分 達成度を表す指標名 平成30年度
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